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令和４年度 木材製品の消費拡大対策及び

国内森林資源活用・建築用木材供給力強化対策事業のうち

ＣＬＴ建築実証支援事業のうち

ＣＬＴ等木質建築部材技術開発・普及事業

募集要領（第２回）

１．事業の趣旨

「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」（令和２年 12 月８日ＴＰＰ等総合対策本部決定）

を踏まえ、新たな国際環境の下で、原木供給の低コスト化を含めて合板・製材の生産コス

ト低減を進めることにより、競争力の強化を図る必要があります。

今後、人口減に伴う住宅着工戸数の減少が見込まれる中で、木材製品の消費を拡大する

ためには、これまで木材利用が低位であった非住宅分野を中心に木材需要を開拓すること

が必要です。

そこで本事業は、ＣＬＴ等木質建築部材技術開発・普及及び品質・性能の確かな製品の

性能検証等に取組む事業（以下「技術開発事業」という。）についての提案を募り、具体

的な需要につなげることを目的としています。

木構造振興（株）（以下「木構振」という。）は、本募集要領に基づき技術開発事業

を募集し、優れた提案を選定します。技術開発事業の実施に当たっては、別に定めるＣ

ＬＴ等木質建築部材技術開発・普及事業助成金交付規程（以下「助成金交付規程」とい

う。）によりその経費の定額を助成します。

２．公募内容

2.1 公募する技術開発事業の内容

①ＣＬＴ等の木質建築部材・工法の普及に向けた製造コストの縮減、技術開発、データ

収集、技術者の育成

②品質・性能の確かな製品の性能検証等

を対象とします。また、提案される事業は、次の要件が考慮されていることが望まれま

す。

（１）コスト競争力の向上につながるもの。

（２）木材製品の消費拡大に資するもの。

（３）非住宅や中高層建築物などの分野での木材利用が推進されるもの。

（４）実需者・エンドユーザー等需要側のニーズに的確に対応しているもの。

（５）事業成果に一般性があるなど波及効果が期待できるもの。

（６）先駆的な技術を用いるなどモデル性の高いもの。

（７）提案した技術開発事業を令和６年２月２０末日までに完了できるもの。

2.2 応募資格者

応募者は、民間団体等であって、以下の全ての要件を満たす者とします。

（１）木材の利用又は木造建築物の建築、加工機械等に関する知見を有すること。
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（２）技術開発事業によって得られた成果を広く公開・公表し、当事業で取り組む分野

での地域材の利用推進を図る能力を有すること。

（３）技術開発事業を行う意思及び具体的計画を有し、事業内容を的確に実施する能力

を有すること。

（４）技術開発事業に係る十分な経理的基礎及び適切な事務処理能力を有すること。

2.3 計上できる経費等

2.1 で提案する技術開発事業の提案において計上できる経費は次の（１）～（８）のと

おりです。計上できない経費については（９）のとおりです。

（１）技術者給

「技術者給」とは、技術開発事業を実施するために追加的に必要となる業務につい

て、当事業を実施する事業実施主体が支払う実働に応じた対価です。

なお、技術者給の算定に当たっては、別添「補助事業等の実施に要する人件費の算

定等の適正化について（平成 22 年９月 27 日付け 22 経第 960 号大臣官房経理課長通

知）」によることとします。

（２）賃金

「賃金」とは、技術開発事業を実施するために追加的に必要となる業務（資料整理、実

験補助、事業資料の収集等）について、当事業を実施する事業実施主体が臨時的に雇用し

た者に対して支払う実働に応じた対価（日給又は時間給）です。

単価については、当該事業実施主体内の賃金支給規則や法令等によるなど、業務の

内容に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき単価を設定することとしま

す。

（３）謝金

「謝金」とは、技術開発事業を実施するために追加的に必要となる企画、講習会、

専門的知識の提供、資料整理、補助、資料の収集等について協力を得た人に対する謝

礼に必要な経費です。

単価については、当該事業実施主体内の謝金規則や法令等によるなど、業務の内容

に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき単価を設定することとします。

なお、事業実施主体に対し謝金を支払うことはできません。

（４）旅費

「旅費｣とは、技術開発事業を実施するために追加的に必要となる事業実施主体が

行う資料収集、各種調査、検討会、指導、講師派遣、打合せ、普及啓発活動、委員会

等の実施に必要な交通費です。

（５）需用費

「需用費」とは、技術開発事業を実施するために追加的に必要となる消耗品費、印

刷製本費、光熱水費等の経費です。ただし、通常の団体運営に伴って発生する事務所

の光熱水費その他の経費は除きます。

ア 消耗品費

「消耗品費」とは、技術開発事業を実施するために必要となる文献、書籍、原

材料、消耗品、消耗器材、各種事務用品等の調達に必要な経費です。
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イ 印刷製本費

「印刷製本費」とは、技術開発事業を実施するために必要となる資料、文書、

図面、パンフレット等の印刷や製本に必要な経費です。

ウ 光熱水費

「光熱水費」とは、技術開発事業を実施するために必要となる電気、水道等

の使用料を支払うために必要な経費です。

（６）役務費

「役務費」とは、技術開発事業を実施するための、それだけでは当事業の成果とは

成り得ない器具機械等の各種保守、設計、分析、試験、加工等を専ら行うために追

加的に必要となる人的サービス等に対して支払う経費、また、原稿料、通信運搬費

等の経費です。

ア 原稿料

「原稿料」とは、技術開発事業を実施するために必要となる情報をとりまと

めた報告書等の執筆者に対して、実働に応じた対価を支払う経費です。

イ 通信運搬費

「通信運搬費」とは、技術開発事業を実施するために必要となる郵便料、電話

料及び、データ通信料、諸物品の運賃等の支払に必要な経費です。ただし、事務

所の電話料、データ通信料等の通常の団体運営にともなって発生する経費は含

まれません。

ウ 通訳翻訳料

「通訳翻訳料」とは、技術開発事業を実施するために必要となる外国人との

交渉、会話の際の通訳や外国語の文献の翻訳について、当事業を実施する事業

実施主体が委託した者に対して実働に応じた対価を支払う経費です。

エ 普及宣伝費

「普及宣伝費」とは、技術開発事業を実施するために必要となるマスメディ

アへの広告料の支払等に必要な経費です。（事業実施主体が発行する雑誌、ＨＰ

等への掲載は技術者給、需用費等で計上します。）

オ 試験・検査費

「試験・検査費」とは、技術開発事業を実施するために必要となる試験及び検

査に係る試験検査機関への支払等に必要な経費です。

（７）委託費

「委託費」とは、本事業の助成の目的である技術開発事業の一部分を他の民間団体

・企業に委託するために追加的に必要な経費です。

委託費の内訳については、他の補助対象経費の内容に準ずるものとします。

委託を行うに当たっては、第三者に委託することが必要かつ合理的・効果的である

と認められる業務に限り実施できるものとします。

なお、技術開発事業そのもの又は当事業の根幹を成す業務を委託すると、助成事業

の対象要件に該当しなくなりますので、委託内容については十分検討する必要があ

ります。

（８）使用料及び賃借料
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「使用料及び賃借料」とは、技術開発事業を実施するために追加的に必要となる車

両、器具機械、会場等の借上げに必要な経費です。ただし、通常の団体運営に伴っ

て発生する事務所の経費は除きます。

（９）計上できない経費

技術開発事業を実施する際に必要なものであっても、次のものは計上できません。

・建物や土地等の不動産取得費、土地使用料及び建物借り上げ費

・会議費（飲料費等）、セミナー等参加費

・技術開発事業実施中に発生した事故・災害の処理のための経費

・上記の他、技術開発事業の実施に関連性のない経費

2.4 応募方法

別紙様式の申請書類を作成し、公募期間内に木構振に提出していただきます。

なお、採択事業は書類審査により決定しますが、場合により応募内容のヒアリングを行

うことがあります。応募期間および応募の詳細は「６．応募方法」を参照してください。

2.5 事業規模

第２回公募においての本事業規模は助成額（国庫補助金額）として全体で約 5,000 万円

を予定しています。採択事業数は若干数としています。

３．提案事業の採択および事業実施方法

3.1 提案事業の審査

（１）審査の実施体制

提案された技術開発事業は、学識経験者等からなる「ＣＬＴ等木質建築部材技術開発

・普及事業検討委員会」（以下、「検討委員会」という。）において審査します。

審査の公平性、中立性の確保の観点から、検討委員会委員の審査業務について以下の

制限を行います。

・委員は、提案を行うことはできません。

・委員は、委員本人と関係を有する企業等が行った提案を審査する場合、当該審査に

関わることはできません。

・委員は、委員本人が当該提案に係る検討委員会の委員委嘱を受けている、若しくは

受ける予定のある提案を審査する場合、当該審査に関わることはできません。

・委員は、委員本人又は委員本人と関係を有する企業等が業務として、コンサルティ

ング等を行った提案を審査する場合、当該審査に関わることはできません。

なお、検討委員会の記録については非公開とし、審査に関する問い合わせには応じ

ませんので、あらかじめご了承ください。

（２）審査の手順

提出書類について、応募の要件を満たしているか等について確認するとともに、提出

書類の内容について書面審査を行って採択者を選定します。また、必要に応じ追加資料

の要求やヒアリング等を行うことがあります。追加資料を要求したものの、指定した期

日までに追加資料の提出がない場合や、ヒアリング等に応じることができない場合には
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審査の対象とならないことがあります。また、①ＣＬＴ等の木質建築部材・工法の普及

に向けた製造コストの縮減、技術開発、データ収集、技術者の育成②品質・性能の確か

な製品の性能検証等の区分については提案内容を踏まえ、申請のあった区分を振り替え

て審査を行う場合があります。

3.2 提案事業の評価

提案事業の評価は、次のものを中心に総合的に行います。

【評価項目】

（１）事業実施者の適格性

（２）事業内容の妥当性・独創性

（３）事業計画の妥当性・効率性

（４）事業成果の波及効果

（５）需要側ニーズとの整合性

3.3 事業の採択者への通知

検討委員会での審査結果をもとに、木構振が採択する技術開発事業を決定し、応募者に

通知します。また、採択されなかった場合についてもその旨応募者に通知します。

なお、不採択の理由については応じられませんのでご了承ください。採択・不採択の通

知は、令和５年５月下旬を予定しています。

3.4 助成金交付手続き

応募した提案申請書が採択された者（以下「事業実施者」という。）は、別に定める助

成金交付規程に従い助成金交付申請手続きを行っていただきます。事業実施者には、改め

て手続きの詳細をご連絡します。

なお、助成金については、提案された内容について検討委員会の評価に基づき、予算の

範囲内で、申請書に記載された金額及び事業計画等を総合的に考慮して決定しますので、

要望額のすべてに対応するものではありません。

3.5 事業実施期間

事業実施者の技術開発事業の実施期間は、前項の助成金交付申請を、木構振が承認した

日から、最長で令和６年２月 20 日までです。事業の実施に係る経費については事業実施者

が支払い、当事業に要した経費のうち前項において決定した助成金額を限度に、助成金交

付規程に従い木構振が助成します。支払い対象となるのは事業実施期間に発生した費用で、

令和６年２月 28 日までに支払いを証明する書類を添えて請求書を提出するものとします。

3.6 他の補助事業との併用について

事業実施者は、同一の内容で、他の国や地方公共団体等の補助事業に採択されている又

は補助事業の申請を行っている場合は、本事業の助成を受けることができません。ただし、

補助対象となる部分が明確に切り分けられる場合で、他の国の補助事業の対象部分を除く
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部分については対象とすることがあります。

なお、本事業に採択された後に他の国や地方公共団体等の補助事業への申請が判明した

場合は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 29 条に定める偽りその他不正

の手段により補助金等の交付を受け、又は間接補助金等の交付若しくは融通を受けたもの

として罰則が適用される場合があります。

3.7 事業を実施する際の留意点

虚偽報告や過大請求等による助成金の受給等の不正行為が判明した場合には、交付申請

の承認の取り消し、助成金の全部又は一部の返還、不正内容の公表、木構振が募集する事

業への応募制限等の処分が科される場合がありますので適正な事務処理を行ってくださ

い。

3.8 会議の開催方法

事業実施者は、林野庁職員を含めたウェブ会議を行う場合、Webex、Teams 又は林野庁

木材産業課が認めたソフトウェアを使用するものとします。

４．事業実施中及び事業完了後の留意点

4.1 事業の計画変更、中止又は廃止

事業実施者は、やむを得ない事情のある場合を除き、採択され、承認された事業の内容

を変更、中止、又は廃止することはできません。ただし、事業計画および事業予算の変更、

中止、又は廃止について木構振の承認を得た場合はこの限りではありません。

なお、事業実施者が不適当な行為をした場合などには、木構振は助成の中止又は返還を

求めることができることとします。

4.2 実績報告等

事業実施者は、技術開発事業が完了したときは、実施した事業内容についての実績を報

告するとともに成果報告書を提出していただきます。成果報告書の様式は基本的に任意と

しますので、どのような成果物が提出可能かを含めて提案書に記載してください。ただ

し、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）等で必要となる建築物の構造方法建築材料

の性能についての認定、又はこれに類する認証等を取得したものは、これに係る認定書等

の写しを必ず提出してください。また、事業終了年度の３月に開催予定の事業成果報告会

にて当事業の成果を発表していただきます。

4.3 成果等の取り扱い

（１）成果報告書等について

木構振は、前項において提出された成果報告書等について、一般に公開できるものとし

ます。ただし、財産上の利益、競争上の地位等を不当に害するおそれのある部分について

当該事業実施者が申し出た場合は、別に定める優先実施期間中に限り、その一部を公表し

ないことができます。

（２）知的財産権の取り扱いについて
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技術開発事業により得られた知的財産権（※）は事業実施者に帰属するものとし、事業実

施者は、以下のア～ウの義務を負います。また、知的財産権を含む所有権の確立、維持等

の費用は事業実施者の負担とします。

ア 技術開発事業を開始した年度の最初の日から５年以内に、当事業に基づく知的財産

権を出願し若しくは取得した場合又はこれを譲渡し若しくは実施権を設定した場合

に、当該出願等を行った年度の末日から 20 日以内に木構振に報告すること。

イ 木構振若しくは国が公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明らか

にして求める場合には、無償で当該知的財産権を利用する権利を木構振若しくは国に

許諾すること。

ウ 当該知的財産権を相当期間活用していないと認められ、かつ、相当期間活用してい

ないことについて正当な理由が認められない場合において、木構振若しくは国が当該

知的財産権の活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明らかにして

求めるときは、当該知的財産権を利用する権利を第三者に許諾すること。

※ 知的財産権とは、特許権、実用新案権、意匠権、プログラム及びデータベースに係

る著作権等権利化された無体財産権、ノウハウ等のことをいいます。

（３）報告及び収益納付等

技術開発事業終了後５年間は、当事業による事業成果の実用化等に伴う事業成果の供

給実績があった場合、その実績及び収益の状況を木構振に報告していただきます。また、

当事業期間終了後５年間において、事業成果の実用化、知的財産権の譲渡・実施権の設定

又はその他当事業の成果の他への供与により相当の収益を得たと木構振若しくは国が認

めた場合には、木構振が助成した経費の額を限度として、助成金の全部又は一部を納付し

ていただきます。

（４）残存物件の処理

実施者は、技術開発事業が完了し又は中止若しくは廃止した場合において、当事業

の実施のために取得した機械器具、仮設物、材料等の物件が残存するときは、その品

目、数量及び取得価格を木構振に報告しその指示を受けなければならなりません。

4.4 取得財産の管理等

事業実施者は、技術開発事業により取得し、又は効用の増加した財産については、当事

業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理し（善管注意義務）、助成金交付

の目的に従って、その効率的運用を行って下さい。

事業実施者は、１件当たりの取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上の機械及び器

具、若しくは不動産については、木構振の承認を受けないで助成金交付の目的に反して使

用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供することはできません。ただし、木構振

の承認を得て当該財産を処分したことにより収入があった場合には、木構振が助成した額

を限度として、その収入の全部又は一部を納付させることがあります。

4.5 実施者の責務

事業実施者は、技術開発事業の実施及び交付される助成金の執行にあたっては、進行管

理、成果の公表等の責務、及び本事業の推進全般についての協力の責務を負います。別途
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定める助成金交付規程及び実施手続きに則り、助成金交付申請、定期的な進捗報告、実績

の報告等について、適時適切に行う必要があります。

4.6 事後評価に関するアンケート・ヒアリングへの協力

事業実施者には技術開発事業終了後、事業の取組内容の調査、事業に関する評価のため

に、モニター調査、アンケート調査やヒアリング等に協力していただくことがあります。

５．情報の取り扱い等

5.1 情報の公開・活用

（１）プレス発表等

助成金交付申請が承認された技術開発事業については、事業名、実施者、概要等をプ

レス発表し、併せて木構振のホームページに掲載します。

（２）事業等の公表

広く一般に本事業について紹介するため、シンポジウム、パンフレット、ホームペー

ジ等に実施内容、報告された内容に関する情報を使用することがあります。

5.2 個人情報の利用目的

取得した個人情報については、申請に係る事務処理に利用する他、セミナー、シンポジ

ウム、アンケート等の調査について利用することがあります。また、同一の提案に対し国

から他の補助金を受けていないかを調査するために利用することがあります。

６．応募方法

6.1 公募期間

令和５年４月 10 日（月）～令和５年４月 28 日（金）

提出書類は令和５年４月 28 日（金）13 時までに必着とします。

6.2 提出先、問い合わせ先、資料の配付

質問・相談については、原則として、電子メール等でお願いします。応募様式は、下記

のホームページからダウンロードして使用してください。

〒107-0052 東京都港区赤坂 2-2-19 アドレスビル５階

木構造振興株式会社

ＴＥＬ：03-3585-5595 （担当：平原）

メールアドレス：joseijigyo@mokushin.com

ホームページ：http://www.mokushin.com/（応募様式のダウンロード可能）

6.3 提出方法

電子メールでの提出とします。応募者に対して受け取った旨の返信メールを送信します。

1 日（営業日）以上経っても返信メールが届かない場合は、電話にてお問い合わせくださ

い。

（提出書類の差し替えは固くお断りします。）
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6.4 提出書類

以下の書類を作成し、提出してください。

なお、複数提案する場合は、個々に提案書を作成してください。

（１）技術開発事業に係る課題提案書（別紙様式）（押印は不要です。） ······· １部

（２）応募主体の概要（団体概要等）が分かる資料（任意様式） ··············· １部

（定款、寄附行為、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収支計算書等）

（３）誓約書（押印は不要です。）·········································· 1 部
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別添
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